
 

 

○ この計画の進捗による施策効果の把握・分析・評価を行うため、目標となる指

標を設定します。 

○ これらの指標等を活用し、PDCA サイクルを繰り返しながらこの計画の進行管理

を行うとともに、東京都地域福祉支援計画の改定につなげていきます。 

 

＜評価指標＞ 

項目 
第一期計画策定時 

（平成29 年度） 

第二期計画策定時 

（令和３年度） 

第二期計画中間見直し時

（令和５年度） 
現状 目標 

地域福祉計画を策定し

ている区市町村数 

52 区市町村 

（平成29 年４月） 

55 区市町村 

（令和３年４月） 

58 区市町村 

（令和５年４月） 

58 区市町村 

（令和６年４月） 

 

増やす 

地域福祉計画に基づき

社会福祉法第106 条の 

３に規定する包括的支

援体制を整備する区市 

町村数 

 

 

36 区市町村 

（平成29 年４月） 

 

 

49 区市町村 

（令和３年４月） 

 

 

53 区市町村 

（令和５年４月） 

 

 

53 区市町村 

（令和６年４月） 

 

 

増やす 

生活支援コーディネー

ターの配置 

51 自治体 

（平成29 年６月） 

60 区市町村 

（令和３年６月） 

60 区市町村 

（令和５年６月） 

60 区市町村 

（令和６年６月） 

 

全62 区市町村 

協議体の設置（※） 40 自治体 

（平成29 年６月） 

52 区市町村 

（令和３年６月） 

53 区市町村 

（令和５年６月） 

53 区市町村 

（令和６年６月） 

 

全62 区市町村 

地域における多世代交

流拠点の整備 

整備推進に向けた

方針を検討中 

30 区市町 

（令和３年４月） 

34 区市町 

（令和５年４月） 

35 区市町 

（令和６年４月） 

 

全62 区市町村 

成年後見制度による都

内申立実績 

5,076 件 

（平成28 年度） 

4,657 件 

（令和２年） 

5,046 件 

（令和４年） 

4,991 件 

（令和５年） 

 

増やす 

都内の介護労働者の離

職率 

14.9％ 

（平成28 年度） 

15.1％ 

（令和２年度） 

15.2％ 

（令和４年度） 

15.0％ 

（令和５年度） 

 

減少 

福祉サービスの第三者

評価受審件数 

2,970 件 

（平成28 年度） 

3,608 件 

（令和２年度） 

3,949 件 

（令和４年度） 

4,003 件 

（令和５年度） 

 

増やす 

成年後見制度推進機関 

を設置している区市町

村数 

49 区市 

（平成29 年度） 

52 区市町村 

（令和３年４月） 

53 区市町村 

（令和５年10 月） 

53 区市町村 

（令和６年10 月） 

 

全62 区市町村 

東京都地域福祉支援計画の進行管理（評価指標） 

※協議体 

区市町村が主体となり、各地域におけるコーディネーターと生活支援等サービスの提供主体等が参画し、定期的な情報 

共有及び連携強化の場として、中核となるネットワークを「協議体」とする。 

出所：介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン 
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